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１．シールドマシン内部の調査計画について 

１．１ シールドマシン内部の調査フロー 

シールドマシン内部の調査は、以下のフローに従い実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．２ シールドマシン内部の調査施工ステップ 

以下に、シールドマシン内部の調査について、施工ステップを示す。 

 

【STEP1：シールド内部水抜き】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【STEP1 分級フロー図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・バッテリー機関車、ズリ鋼車 

・分岐レール 等 

・垂直コンベヤー 

・立坑下天井クレーン 

復水あり 

復水なし 

発進立坑側作業 

チャンバー内部土砂撤去 

凍土解凍 

凍土維持運転 

交差点側作業 

・換気設備 

・電気・照明設備 

・バキューム設備 

・泥水ポンプ  等 

シールド内部水没設備撤去 

土砂撤去設備設置（一部復旧） 

後続台車部土砂撤去 立坑設備撤去 

シールドマシン内部土砂撤去 

後続台車設備撤去 

土砂撤去設備の撤去 

出水箇所応急処置 

STEP1 

STEP2 

STEP3 

STEP5 

STEP4 

段階的に立坑水位を下げ復水確認 ・凍土温度を常時監視し、 
温度上昇の有無を確認 
・地下水位及び地表面変位を常
時監視し、変動の有無を確認 

貯水槽及び注水設備を準備 

＜シールド内部水抜工＞ 

シールドマシン周辺地盤改良 

シールド内部水抜き、復水確認 

＜土砂撤去・搬出準備工＞ 

＜土砂撤去・搬出工＞ 

緊急注水 

・詳細は「1.3章シールドマシン破損状況調査」を参照 
・カメラ等を用いて、動画・写真を記録 

シールドマシン破損状況調査 

シールド内部湛水

①超高揚程ポンプ

②濁水処理設備（100㎥/ｈ）
STEP3後続台車部土砂撤去

で回収

下水放流 汚泥搬出

粒径 8.5ｍｍ未満 粒径 8.5ｍｍ以上

フィルタープレス

処理水

スラッジ

圧搾

90.0m

260.5m

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ室

後続台車

排土口

発進立坑

土
被
り
約
3
0m

湛水

シールドマシン

処理水
下水放流

②濁水処理設備(100㎥/ｈ)

亜鉛希釈処理

①超高揚程ポンプ
通過粒径 8.5ｍｍ

細粒分はフィルタープレスで
圧搾し、汚泥として搬出

シールド内部湛水

土砂

壁面清掃

後続台車

汚泥ピット

凍土

260.5m
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【STEP2：土砂撤去設備設置及びシールド内部水没設備撤去】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【STEP3：後続台車部土砂撤去】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【STEP3 土砂分級フロー図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【STEP4：後続台車設備撤去】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

90.0m

260.5m

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ室

後続台車

排土口

発進立坑

土
被

り
約

3
0m

土砂

地下水位

約88m

土砂混じりの水

粒径0.65ｍｍ以上は
残土ピットへ分級し、搬出

処理水
下水放流

フィルタープレスで
圧搾し、汚泥として搬出

残土ピット

⑤濁水処理設備 （100㎥/ｈ）

礫ピット

土砂

後続台車

シールドマシン

③泥水ポンプ
通過粒径 20ｍｍ

②バキューム設備（回収タンク）で
粒径20ｍｍを基準に分級し、20ｍｍ
未満を泥水ポンプで振動ふるいへ移送

汚泥ピット

④振動ふるい 6.8㎥/min
粒径0.65ｍｍ未満は濁水処理設備へ移送

①バキューム設備を使用し、50Aホースで
堆積土砂を、立坑下の回収タンクへ吸引する

粒径20ｍｍ以上は土砂貯留容器に回
収し、礫ピットへ移送

泥水

凍土

後続台車部 堆積土砂

①バキュームホース（50A）

②バキューム設備（回収タンク） STEP5 シールドマシン内部
土砂撤去で回収

④振動ふるい

⑤濁水処理設備（100㎥/ｈ） 残土ピットで目視及び磁性体検査
により鋼材の有無を確認し搬出

粒径 50ｍｍ未満 粒径 50ｍｍ以上

土砂貯留容器で回収

粒径 20ｍｍ未満
粒径 20ｍｍ以上

粒径 0.65ｍｍ未満

粒径 0.65ｍｍ以上

礫ピットで目視及び磁性体検査に
より鋼材の有無を確認し搬出

STEP1 シールド内部水抜きと同様

③泥水ポンプ

90.0m

260.5m

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ室

後続台車

排土口

発進立坑

土
被
り
約
3
0m

土砂

地下水位

約88m

土砂

20ｔ吊り天井クレーン
（後続台車等を立坑上まで揚重）

撤去

レール延長

バッテリー機関車
（後続台車等を立坑下まで牽引）

後続台車

シールドマシン

凍土

90.0m

260.5m

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ室

後続台車

排土口

発進立坑
土

被
り

約
3
0m

土砂

地下水位

約88m

20ｔ吊り天井クレーン
（資機材の揚重）

設備撤去 ※立坑水没機器
(      機関車、ズリ鋼車、分岐   等）

搬出

〈ズリ鋼車内部の掘削土砂の搬出方法〉

地上クレーンヤードへ天井クレーンで揚重し、大きな
玉石及び鋼材の有無を確認した後、バキューム車で
汚泥として搬出

クレーンヤード

ズリ鋼車

シールドマシン

土砂

設備設置（一部復旧）
(仮設ELV、バキューム、風管、分電盤、照明等）

凍土

260.5m
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【STEP5：シールドマシン内部土砂撤去】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．３ シールドマシン破損状況調査 

（1）シールドマシン破損状況調査フロー 
シールドマシンの破損状況の調査は、以下のフローに従い実施する。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記フローにて調査を実施し、原因が判明しない場合は、追加調査を検討する。  

撤去した土砂の調査（鋼材片等の異物混入調査） 

シールドマシン破損部位の特定調査 

破損部材別原因調査

マシンの破損によって発生した鋼材の破片等が土砂に含まれて

いないかどうか、目視及び磁性体検査により調査 

・1 次スクリューコンベヤー、隔壁・駆動部、シールド本体を

対象として詳細な目視調査を実施し、土砂流入の原因となっ

た破損部位を特定（詳細な調査箇所は次ページ参照） 

・破損部位の周辺に破損原因となったと考えられる物体が存在

しないか目視により調査 

【締結部品（ボルト）】 

・破断面調査 

・浸透探傷試験による亀裂確認 

・ネジ山部の状況調査 

・未脱落ボルトの緩みトルク確認 

【溶接箇所】 

・破断面調査 

a.気孔の有無 

b.溶け込み不良の有無 

c.スラグ巻き込みの有無 

d.割れの有無 

e.溶接ビードの形状不良の有無 

【鋼 材】 

・破断面調査 

・磁粉探傷試験による亀裂確認 

・超音波板厚計による摩耗計測 

・試験片の機械的試験 

・材料試験 

90.0m

260.5m

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ室

後続台車

排土口

発進立坑
土

被
り

約
3
0m

土砂

地下水位

約88m

土砂

20ｔ吊り天井クレーン
（土砂貯留容器の揚重）

土砂貯留容器

〈土砂貯留容器に積載した土砂の搬出方法〉

土砂貯留容器に積載した土砂は天井クレーンで
礫ピットへ投入し、大きな玉石及び鋼材の有無を

確認した後に、汚泥として搬出

礫ピット

ベルトコンベヤー＋土砂貯留容器＋坑内運搬車
（ベルトコンベヤーにより後方へ移送した後、土砂貯留容器に
積み込み、坑内運搬車を用いて立坑下まで運搬）

シールドマシン

凍土

260.5m

破損した部材の種類に応じて詳細な調査を実施 
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（2）シールドマシン破損部位の特定調査 

以下の調査箇所において、詳細な目視調査を実施し、土砂流入の原因となった破損部位の特定を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

❻ 
❹ ❺ 

❸ ❶ 

❷ 
❽ 

❾ 
❼ 

⓬ 

❿ 

⓭ 

⓫ 

⓮ ⓯ ⓰ ⓱ 

部　位 部　材 分　類

❶ 開口部蓋ボルト ボルトの破損 ボルトが破断・脱落し、蓋がずれて開口が出来ていないか確認する

❷ 開口部ケーシング 鋼材の破損 ケーシングが変形もしくは摩耗し、開口が出来ていないか確認する

❸ 球面座抑えフレーム 鋼材の破損 球面鋼材が変形し、開口が出来ていないか確認する

❹ 球面座抑え部ボルト ボルトの破損 ボルトが破断・脱落し、球面座が外れて開口が出来ていないか確認する

❺ ケーシング接続部ボルト ボルトの破損 ボルトが破断・脱落し、フランジ間に開口が出来ていないか確認する

❻ 口元下部ケーシング
鋼材の破損
溶接部の破損

ケーシング鋼材が変形もしくは摩耗し、開口が出来ていないか確認する
溶接部の剥離など溶接部に異常はないか確認する

❼ ゲート取付部
鋼材の破損
溶接部の破損

スキンプレートの鋼材が変形もしくは摩耗し、開口が出来ていないか確認する
溶接部の剥離など溶接部に異常はないか確認する

❽ 固定攪拌翼
鋼材の破損
溶接部の破損

固定撹拌翼の根元（隔壁の鋼材）が変形もしくは摩耗し、開口が出来ていないか確認する
溶接部の剥離など溶接部に異常はないか確認する

❾ 隔壁下部
鋼材の破損
溶接部の破損

隔壁の鋼材が変形もしくは摩耗し、開口が出来ていないか確認する
溶接部の剥離など溶接部に異常はないか確認する

❿ その他（2Bバルブ・土圧計）
ボルトの破損
鋼材の破損
溶接部の破損

ボルトが破断・脱落し、フランジ間に開口が出来ていないか確認する
機器取付部が変形し開口が出来ていないか確認する
溶接部の剥離など溶接部に異常はないか確認する

⓫ マンホール板
鋼材の破損
溶接部の破損

マンホール板の鋼材が変形もしくは摩耗し、開口が出来ていないか確認する
溶接部の剥離など溶接部に異常はないか確認する

⓬ マンホール取付ボルト ボルトの破損 ボルトが破断・脱落し、マンホールに開口が出来ていないか確認する

⓭ 駆動部 土砂シールの破損 土砂シールの摩耗など駆動部に異常はないか確認する

⓮ 前胴中折れブロックフレーム
鋼材の破損
溶接部の破損

中折れシール取付部の鋼材が変形もしくは摩耗し、開口が出来ていないか確認する
溶接部の剥離など溶接部に異常はないか確認する

⓯ 後胴中折れブロックフレーム
鋼材の破損
溶接部の破損

中折れ球面部の鋼材が変形もしくは摩耗し、開口が出来ていないか確認する
溶接部の剥離など溶接部に異常はないか確認する

⓰ 前胴外殻下部
鋼材の破損
溶接部の破損

スキンプレートの鋼材が変形もしくは摩耗し、開口が出来ていないか確認する
溶接部の剥離など溶接部に異常はないか確認する

⓱ テール付近 鋼材の破損 テールブラシ取付部のスキンプレートの鋼材が変形もしくは摩耗し、開口が出来ていないか確認する

調 査 内 容

1次スクリュー
コンベア

隔壁・駆動部

シールド本体

調 査 箇 所
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（3）鋼材とボルトの調査内容 
鋼材とボルトの調査内容を以下に示す。 

 

 

 調査項目 調査方法 要　　　点 実施箇所 調査項目 調査方法 要　　　点 実施箇所

外観目視

（観察）

鋼材：現地にて損傷部を確認し、荷重の受けた方向や、損傷の進展方向を考察する。

ボルト：現地にて損傷部のボルトの破断、脱落、緩み等を確認する。

現地

超音波板厚

計

想定外の異常摩耗が生じていないか，損傷部の鋼材について超音波板厚計で板厚計測を行う。 現地

外観確認

（MT、PT）

鋼材：現地にて損傷部付近の磁粉探傷試験（MT）を行い、目視で確認出来ない亀裂が入って

いないかを確認する。

ボルト：ボルトを回収し、浸透探傷試験（PT）を行い、ボルトの割れの有無を確認し，想定外

の荷重が加わっていないかを確認する。

鋼材：現地

ボルト：

検査会社

破断面観察 破断面観察を行い，破壊の形態（延性,脆性等）を考察する。

　マクロ観察：目視～20倍程度、SEM（走査型電子顕微鏡）観察：～1000倍程度

鋼材については損傷部を本体から切り出し試験片を作成する。

＜延性破壊の要因例＞

・想定外荷重が作用した際の塑性変形（引張・曲げ・せん断）

＜脆性破壊の要因例＞

・極めて急激な衝撃

・き裂などによる極端な応力集中

（・低温環境下での靭性低下）

※高強度ボルトは硬い代わりに靭性（延性）が低下するため，脆性破壊が生じやすい傾向有

検査会社

損傷プロセス

破断荷重の形

態

破壊形態

材料の特性 化学分析

引張試験

硬さ試験

衝撃試験

試験結果から材料がJISの規格内か確認する。

鋼材については本体から切り出して機械試験片を製作、試験する。

ボルトについては機械試験片を製作、試験する。

※ボルトサイズにより試験片を作成できず、検査できない場合あり。

検査会社

図1 ボルトPT結果の参考

図2 SEM観察の参考（延性破壊面） 図3 SEM観察の参考（脆性破壊面）

図4 引張試験後の参考

図6 シャルピー衝撃試験器

（株式会社IHI検査計測HPより）

図5 硬さ試験の参考（ビッカース硬さ）
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２．地盤沈下の状況と対策について 

２．１ 計測結果 （１）地表面沈下の計測結果 

 民家の沈下計測結果を、陥没中心からの距離でグループ色分けし、想定沈下曲線と対比して図 2.1 に示す。なお、長期沈下傾向を考察するため、計測開始日が異なる計測結果は、計測開始日を 2024/11 に合わせて補正

している。結果、R(半径)50m より遠方の計測点は、沈下速度がほぼ 0 となっている。R40m 近傍～R50m の計測点では沈下速度が 0 に近づいている。 
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 次に、ヤード内の地表面の計測結果を、陥没中心からの距離でグループ色分けし、想定沈下曲線と対比して図 2.2 に示す。長期沈下傾向を考察するため、計測開始日が異なる計測結果は、計測開始日を 2024/11 に合わ

せて補正している。結果、この範囲は工事影響による沈下が大きく明確に断定はできないが、R30m 内の計測全測点において沈下傾向にある。 
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2.0mm/月 

2.0mm/月 

図 2.2 沈下計測結果及びその所見（ヤード内計測） 

R20-3 1.0mm/月 
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（２）層別沈下計の計測結果 

 陥没中心から半径 10m、20m、30m 地点に層別沈下計を設定して各土層の沈下速度を想定した。層別沈下

計の設置概要を図 2.3 に示す。地盤沈下対策工による影響を考慮して、対策工終了後の 2025/7 末を起点

とした変位量（＋側：隆起、－側：沈下）の経時変化を図 2.4 に示し、その所見を列記する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3 層別沈下計の設置概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※    はシールドマシン上部改良の影響を大きく受けた期間であるため、考察対象外とする。 

図 2.4 層別沈下計計測結果及びその所見 

 

 この結果より、GL 付近と GL-10m 付近の沈下速度の差は比較的小さく、GL-10m 以深の沖積粘性土層で沈

下速度の差が生じていることが分かる。このため、地表面の土層よりも沖積粘性土層での沈下が顕著であ

ると判断できる。  

計測位置平面図 
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-45

-40

-35

-30

-25

-20

-15

-10

-5

0

5

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

沈
下

量
（m

m
）

1_GL±0 m

1_GL-2 m

1_GL-13 m

1_GL-20 m

1_GL-24 m

-15

-10

-5

0

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

沈
下

量
（
m

m
）

2_GL±0 m

2_GL-5 m

2_GL-12 m

2_GL-19 m

2_GL-23 m

-15

-10

-5

0

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

沈
下

量
（m

m
）

3_GL±0 m

3_GL-4 m

3_GL-11 m

3_GL-18 m

3_GL-23 m

地表面から GL-13m まで、ほぼ同

程度（5mm/月）の沈下が発生 

⇒GL-13m の沈下（5mm/月）がそ

のまま地表面に発生 

R10m での層別沈下 

R20m での層別沈下 

R30m での層別沈下 

R10m と同様に GL-12m の

沈下（2mm/月）がそのまま

地表面に発生 

地表面付近で 0.5mm/月程

度の若干の沈下が発生 

GL-20m 以深でも 0.5mm/月

程度の沈下が発生 
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（３）計測結果のまとめ 

各計測点の沈下計測結果より、当初(2025/2)の想定沈下速度と現状(2026/2)の沈下速度を図 2.5 及び表

2.1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.5 地表面沈下計測結果 

 

 

表 2.1 各計測点での沈下量 

計測位置 
当初（2025/2） 

想定沈下速度(mm/月)※ 

現状（2026/2） 

沈下速度(mm/月) 
考察 

R50m 以上 0 0 
沈下が確認されていない。 

R50m 0.3 0.2 
地盤沈下対策工により、当初想定

よ り 沈 下 速 度 が 減 少 し て い る 。

R40m より外側の計測点の沈下は

収束傾向にある。 
R40m 1.0 0.2 

R30m 1.5 1.0 
地盤沈下対策工により、当初想定

より沈下速度は減少しているものの

収束には至っていない。1～2mm/

月程度の沈下が継続している。 
R20m 2.0 1.5 

R10m 2.5 2.0 

                      ※2025/2 時点（地盤沈下対策工前）での近似式より 2026/2 時の沈下速度を想定 

 

以上より、 

 「施工済みの地盤沈下対策工」による周辺民家の沈下抑制効果が確認できる。 

 

 

次に、下の想定地層断面図に層別沈下計の計測結果を明示し、その所見を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.6 層別沈下計計測結果 

 

以上より、 

 地盤沈下対策工周辺の沖積粘性土層において沈下が継続しており、その要因について検討が必要である。 
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２．２ 地表面沈下の要因分析 

（１）圧密未了領域による地表面沈下 

 2.1 の層別沈下計の計測結果から、沖積粘性土層の沈下が継続しているため、圧密未了領域の追加調査

を実施した。 

 調査は、図 2.7 の 13 地点でボーリングしてサンプリングを行い、室内土質試験を実施して圧密降伏応

力と地中応力の関係図より圧密未了状態の有無を確認した。 

 沈下挙動および層別沈下計との対比のために追加調査箇所はＢ通り、Ｅ通りとした。 

 なお、北側については再建構造物が杭基礎と想定され、仮に圧密未了領域が残存していた場合も実施済

の地盤改良体に遮られ、南側民地への影響は抑制されることが想定されるため、今回は調査対象外として

いる。 

 

 図 2.8、図 2.9 に示す室内土質試験の結果から、以下のことが分かる。 

・沖積下部粘性土層の R7-7 と R7-5、R7-4、沖積上部粘性土層の R7-4 で圧密未了が確認された。 

・圧密未了状態の過圧密比は OCR0.84～0.92 であり、陥没中心部で確認された圧密未了領域の過圧密比

OCR0.55 と比較すると圧密未了の程度は小さい。 

・陥没中心部ほど顕著な圧密未了領域ではないものの、沈下が継続している一因と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.7 調査位置及び圧密未了領域平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.8 圧密未了領域位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.9 圧密降伏応力と地中応力の関係図（圧密未了領域確認箇所）  
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OCR0.55

OCR0.87 

OCR0.88OCR0.84 OCR0.91
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  OCR0.57 で報告 

R50m 

R40m 

R30m 

R20m 

R10m 

OCR1.34

OCR1.02 

OCR1.27
OCR1.39



- 11 - 

 

（２）復旧工事による地表面沈下 

 ①掘削 

 現地ではインフラ復旧工事として既設下水道管の切替を開削工事により2025/5/26〜11/8に実施してい

る。土留め支保工の変形による地表面沈下が想定されるため、その開削工事による影響解析を検討する。 

 

【検討手法】 

 本影響解析では、鋼矢板土留め頭部変位が現地での実測

計測結果に合うように弾塑性法による逆解析を行って土質

定数を見直し、その結果を用いて 2 次元有限要素法による

周辺影響検討を行う。解析方法として、2 次元有限要素法モ

デルに対して弾塑性解析において算出される土留変位量を

強制変位として与え、土留め壁背面地盤の沈下量を算出す

る。 

 以下に解析条件を示す。なお、当該解析では、施工基面を

DL+13.15m、地下水位を DL+10.17m、掘削深さを 6.2m、一段

目支保工高さを DL+10.65m とし、施工ステップにおいては

一次掘削、一段梁設置、最終掘削、構造物設置、埋戻し、一

段梁撤去、埋戻し、の順序で解析を行う。 

 

1)解析断面図                    2)強制変位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.11 解析断面図及び強制変位 

 

3)土質定数 

表 2.2 土質定数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解析結果】 

以下に本影響解析の解析結果を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.12 解析結果 

 

 解析結果より、開削工事の掘削による地表面沈下は、鋼矢板直近では約 20mm 沈下し、5m 離れで 10mm 程

度、10m 離れで 4mm 程度、20m 以上離れた場合、ほぼ 0mm となる。このため、開削工事の鋼矢板土留めから

20m 以内の民家には、開削工事による沈下影響が生じたものと考えられる。以下に開削工事による沈下影

響範囲図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.13 開削工事（掘削）による沈下影響範囲  
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図 2.10 検討フロー図 

赤字は逆解析による見直し土質定数 

弾塑性法による逆解析
（実測鋼矢板土留め頭部変位に適合）

鋼矢板土留め変位
（強制変位で作用）

見直し土質定数

2次元有限要素法モデルで
鋼矢板土留め背面地盤の沈下量算出

掘削影響範囲 

開削部 

5ｍ:沈下 10mm 程度 

10ｍ：沈下 4mm 程度 

15ｍ：沈下 1mm 程度 

20ｍ：沈下ほぼなし 

鋼矢板土留め 地盤沈下対策工 
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 ②鋼矢板引抜 

 鋼矢板引抜（SP-Ⅳ型、Ｌ＝16m）の影響を把握するため、引抜時の地表面計測を実施した。以下にその

結果を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.14 鋼矢板引抜範囲及び影響計測位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.15 鋼矢板引抜影響計測結果 

 

 本工事では、鋼矢板の引抜跡に引抜と同時にベントナイトモルタルを充填するジオテツ工法を採用して

引抜による地表面沈下を抑制している。 

 影響計測を実施した結果、矢板近傍で 15mm 程度、10m 離れで 5mm 程度の地表面沈下に抑制できている。 

 また、南側については残置された鋼矢板により鋼矢板引抜の影響が抑えられており、鋼矢板残置による

民家への影響抑制効果が確認できる。 

 

 

 ③振動 

【検討手法】 

 鉄道構造物等設計標準・同解説―土構造物〔平成 25 年改編〕（公益財団法人鉄道総合技術研究所編）に

示されている「累積損傷度理論」に基づき重機や運搬車両の工事振動による地表面沈下を求める。 

 現地にて重機作業（0.45 バックホー、4t ダンプ）による振動計測を行い、振動を力に変換し、発生する

変位を解析した。以下に解析ケースを示す。 

 

表 2.3 検討ケース 

解析ケース 荷重条件 

Case1 重機作業（0.45 バックホー）：現地振動計測 

Case2 重機作業（4t ダンプ）：現地振動計測 

Case3 ダンプ走行（10t ダンプ） 

 

 

 解析は、以下に示す方法で地盤内応力、最大繰り返し載荷による累積軸ひずみを計算し、全体沈下量を

求める。 

 地盤物性値は、事故発生後の陥没部における試験結果を用いて行う。 

 

 

 

 

 
 

図 2.16 工事振動による地表面沈下計算手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.17 矩形荷重作用時の鉛直方向応力分布 
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【解析結果】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.18 工事振動による地表面沈下解析結果 

 

 解析結果より、当該地のヤード内地盤上で重機や運搬車両の繰返し荷重が生じた場合、荷重載荷地点で

数十 mm に沈下が発生する。その影響範囲は、応力分布より概ね重機や運搬車両が稼働する施工範囲全域

＋3m と想定される。 

 

 このため、開削工事および家屋解体工事近傍の測点において想定沈下曲線より大きく乖離した原因は、

重機や運搬車両が繰返し荷重として測点直上に作用したためと考えられる。 

 

④地下水 

 追加観測井戸 2 孔での地下水位計測（浅①、浅②）及び潮位変

動、流向・流速調査結果、降雨記録を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.19 計測位置及び流向・流速調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.20 地下水計測結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.21 降雨量 

 

 計測結果より、以下のことが言える。 

・観測井戸に 15cm 程度の水位差が見られ、開削工事の残置鋼矢板により地下水の流動が遮断されている。 

・両観測井戸に潮位の影響は見られない。 

・昨年末からまとまった降雨はほとんどなく、その影響は判断できない。 

・現時点では、地下水の水位や流向（滞留）が現地の地表面沈下に及ぼす影響を確認できない。 
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（３）沈下要因のまとめ 

沈下要因をまとめて表 2.4 に示す。 

 

表 2.4 沈下要因まとめ 

沈下要因 
地表面に与える影響 

発生時期 影響範囲 想定影響 

圧密未了領域 継続 概ねR40m内 
沖積粘性土に圧密未了領域が確認され、沈下継

続の一因と想定される 

復

旧 

工 

事 

①掘削 開削工事中 
土留め壁から 

20m範囲内 

土留め壁近傍で20mm程度、5m離れで10mm程

度、10m離れで4mm程度の沈下が発生したと想

定される 

②鋼矢板引抜 鋼矢板引抜時 
引抜鋼矢板から 

概ね15m範囲内 

引抜鋼矢板近傍で15mm程度、10m離れで5mm

程度の沈下が発生したと想定される 

③振動 施工時 施工箇所近傍 
重機や運搬車両の繰り返し荷重により現地作業

初期に数十mmの沈下が発生したと想定される 

④地下水 - - 
沈下との関連性及び降雨による影響は現時点で

は確認できないが、計測は継続する 

 

これらの沈下要因を、各代表測点に当てはめると以下のように想定される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.22 想定沈下要因 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.23 沈下影響範囲 
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２．３ 今後の沈下予測 

（１）工事による影響 

 今後の工事による影響としては、凍結工法による影響がある。以下にその検討結果を示す。 

 

【検討方法】 

 凍土造成による地表面の凍上量および解凍沈下量を、ガウスの誤差曲線に近似させる三次元凍上計算法

によって算出する。具体的には、凍土範囲を数個の直方体に分割し、それぞれの直方体の凍上率を土質に

応じて算出する。算出した凍上率を用い、それぞれの直方体による地表面の変位を重ね合わせ、地表面の

変位を算定する。 

「凍上変位計算法（三次元）： 戸部、秋元、第 34 回年次学術会議講演会概要集Ⅲ-123 1979 年」参照 

G�x, y� � η
4
 �erf �l � x

ah � � erf �l � x
ah ��

��

��
�erf �w � y

ah � � erf �w � y
ah �� dℎ 

ここで 

G(x,y)：点(x,y)における凍上量 

・    η：凍上率 

h１,h２：凍土の上･下面の深度 

l：凍土幅(ｘ方向：短辺方向)の 1/2 

w ：凍土幅(ｙ方向：長辺方向)の 1/2 

a：凍上の影響を表す値、a = tan(45°+φ/2) 

φ ：土の内部摩擦角 

erf(x)：Gauss の誤差関数   �� �!� � �
√# $ �%&'(

) *+ 
 

【凍土範囲の分割】 

 凍上、解凍沈下量の算出にあたっては、凍土維持期間中にも成長する凍土量を見込み、計算用凍土量は

計画凍土量の 130％とした。凍土範囲を下記のように 16 個の直方体に分割した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.24 凍土分割図 

 

 

【凍上率の算定】 

 凍上率は、分割した直方体ごとに地盤に含まれる細粒分（75μm 以下）の含有率、拘束圧（土被り圧）

から下表のとおり設定した。解凍沈下率は、一般的な値である凍上率の 2 倍とした。 

「土の細粒分含有率と凍上率の相関について：地盤工学会北海道支部 技術報告集第 38 号 平成 10 年」参照 

表 2.5 凍上率一覧表 

分割箇所 凍土 A（％） 凍土 B（％） 凍土 C（％） 

上部  （A1,B1,C1） 0.85 1.24 0.75 

中央上部（A2,B2,C2） 1.22 1.26 0.49 

中央下部（A3,B3,C3） 0.64 0.65 0.44 

下部  （A4,B4,C4） 0.42 0.42 0.41 

 

【地表面変位算定結果】 

 地表面変位算定結果を以下に示す。 

 凍上量はシールド中心部で最大 1.5mm、解凍沈下量は最大 3.0mm となる。このため、シールド中心部で

概ね 1.5mm の沈下が工事の影響として今後予想される。シールド中心から 40m 地点で、凍上量 0.7mm、解

凍沈下量 1.3mm となり、1mm 以下の沈下に収まる。 

 

 

 

                               

 

 

 

 

 

           

 

 

                       

  

 

         

 

 

 

 

 

 

※トンネル横断方向、トンネル軸方向の距離 0の位置（原点座標）は凍土分割図における凍土Ａの中心位置とした。 

図 2.25 地表面変位算定結果 
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（２）圧密未了領域による影響 

 確認された圧密未了領域の対策を講じなかった場合の将来的な圧密沈下による民地への影響を検討す

る。 

 

 解析モデルを図 2.26 に示す。本検討では、圧密未了領域に相当する領域に線膨張係数を設定し、温度変

化を作用させることにより疑似的に圧密現象による沈下変形を表現した。上載荷重を考慮した圧密未了領

域の沈下量を表 2.6 に示す。圧密未了領域上面における沈下量が表 2.6 になるよう線膨張係数と温度変化

量を調整した。なお、圧密現象を再現するために線膨張係数には異方性を考慮し、鉛直方向に変形が生じ

るようにし，圧密未了領域底面で鉛直方向変位を拘束した。また、解析モデルは 2 次元平面ひずみ要素で

モデル化した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.27 検討位置平面図 

 

表 2.6 圧密未了領域沈下量 

検討 

断面 

上載荷重 

条件 

圧密未了領域 

の沈下量(cm) 

D-E 
交通荷重 

＋宅地荷重 
5.1 

D-B 
交通荷重 

＋宅地荷重 
8.2 

 

 

 

図 2.26 解析モデル図 

 

 

 各検討ケースの解析結果を図 2.28 に示し、今後の家屋への影響（残留沈下量、傾斜）を表 2.7 に示す。

結果、すべての地点で「小規模建築物基礎設計指針（日本建築学会）」の基準値内ではあるが、R40m 内で

は残留沈下量が 10mm 以上の地点が想定される。 

 

 解析結果 

D-E 

断面 

  

D-B 

断面 

 

図 2.28 検討結果 

 

表 2.7 今後の家屋への影響 

検討 

断面 

上載荷重 

条件 

今後の家屋への影響 

残留沈下量(mm) 

基準値※：100mm 

傾斜（‰） 

基準値※：3‰ 

D-E 
交通荷重 

＋宅地荷重 

R10m 17 R10m 0.7 
R20m 8 R20m 0.8 
R30m 3 R30m 0.3 
R40m 1 R40m 0.1 
R50m 0 R50m 0.0 

D-B 
交通荷重 

＋宅地荷重 

R10m 43 R10m 1.7 
R20m 42 R20m 1.8 
R30m 20 R30m 2.0 
R40m 6 R40m 0.8 
R50m 1 R50m 0.2 

※基準値は「小規模建築物基礎設計指針」（日本建築学会）により設定 

  

E 通り 

B 通り 

D 通り 

地盤沈下対策工 

Ｒ10ｍ 

Ｒ20ｍ 

Ｒ30ｍ 

Ｒ40ｍ 

Ｒ50ｍ 

圧密未了領域 

宅地荷重 

圧密未了領域 

(上面を沈下量

で強制変位) 

圧密未了領域 

(上面を沈下量

で強制変位) 

D-E 断面解析モデル 

D-B 断面解析モデル 

圧密未了領域 

強制変位 5.1cm 

圧密未了領域 

強制変位 8.2cm 

地表面 

沈下量 4.7cm

地表面 

沈下量 1.8cm

交通荷重 
交通荷重 

交通荷重 

宅地荷重 
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（３）沈下予測のまとめ 

今後の沈下予測をまとめて表 2.8 に示す。 

 

表 2.8 沈下予測まとめ 

沈下要因 
地表面に与える影響 

発生時期 影響範囲 沈下予測 

圧密未了領域 継続 概ねR40m内 
対策を実施しなければ、R40m内で残留沈下量が

10mm以上と想定される 

工 

事 

凍結工法 解凍時 概ねR40m内 
最大でもシールド中心部で1.5mm程度の沈下、中

心から40m地点では、1.0mm以下の沈下に収まる 

振動 施工時 施工箇所近傍 
施工ヤードが縮小されるため、民家への影響はほ

ぼないと言える 

地下水 - - 
沈下との関連性及び降雨による影響は現時点で

は確認できないが、計測は継続する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.29 沈下影響範囲 

 

地盤沈下対策工

影響範囲凡例 

   圧密未了領域 

   及び工事（凍結） 

   工事（振動） 

R50m 

R40m 

R30m 

R20m 

R10m 
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２．４ 追加対策について 

 圧密未了領域による民地への影響を早期かつ確実に収束させるためには、追加対策が必要と判断する。追加対策としては、「追加地盤改良案」、「ペーパードレーン排水案」、「圧密脱水工法案」、「載荷盛土案」の４案が考

えられ、以下にその比較を行う。 

表 2.9 追加対策比較検討表 

追加対策 追加地盤改良案 ペーパードレーン排水案 圧密脱水工法案 載荷盛土案 

概念図 

    

概要 
高圧噴射撹拌工法により圧密未了領域を固化し、圧
密未了領域を解消する。 

ペーパードレーンにより圧密未了領域の排水を促進
し、圧密未了領域を解消する。 

スーパーウエルポイントにより上部砂層の地下水位
を低下し、圧密未了領域に作用する有効重量を増加
させることで、圧密未了領域を解消する。 

圧密未了領域直上に載荷盛土を行い、圧密未了領域
に作用する有効重量を増加させることで、圧密未了
領域を解消する。 

効果 
圧密未了領域がセメントで固化されるため、圧密未
了解消による沈下低減が早期に期待できる。 

圧密未了領域の排水が促進され、早期に圧密未了が
解消される。 

圧密未了領域直上の有効重量を増加させるため、圧
密未了領域に作用する荷重が大きくなる。 

圧密未了領域直上の有効重量を増加させるため、圧
密未了領域に作用する荷重が大きくなる。 

懸念点 

改良体造成時の直上の下水管への影響が懸念
される。 

〇 

圧密未了領域の圧密進行とともに地表面に沈
下が発生する。 
上部砂層をペーパードレーンが貫入できない
場合に先行削孔が必要となる。 

△ 

圧密未了領域の圧密進行とともに地表面に沈
下が発生する。 
遮水が完全にされていないと周囲の地下水位
まで低下し、周囲に沈下を引き起こす可能性が
ある。 

△ 

圧密未了領域の圧密進行とともに地表面に沈下
が発生する。 
道路上に盛土を行うため、道路開放することが
できない。 

△ 

確実性 

圧密未了領域をセメントで固結させることで、
残存する圧密未了領域を確実に解消すること
ができる。 
周辺地盤への影響が少ない。 

◎ 

ペーパードレーンにより、沖積粘性土層の排水
が促進されるが、圧密未了領域の圧密進行はコ
ントロールすることができない。 

△ 

スーパーウエルポイントにより沖積粘性土層
に作用する有効重量を増加させるが、圧密未了
領域の圧密進行はコントロールすることがで
きない。 

△ 

載荷盛土により、沖積粘性土層に作用する有効
重量を増加させるが、圧密未了領域の圧密進行
はコントロールすることができない。 

△ 

期間 １ヶ月（施工期間） ◎ ６ヶ月（施工期間＋放置期間） ○ ６ヶ月（施工期間＋稼働期間） ○ １２ヶ月（施工期間＋放置期間） △ 

総合評価 ◎ 〇 △ △ 

圧密未了領域を 

ペーパードレーン排水 

圧密未了領域を 

ペーパードレーン排水 

遮水壁（鋼矢板 

または薬液注入） 

真空 
吸引 

スーパーウエルポイント 

で真空吸引 

スーパーウエル 

ポイント 
載荷盛土 

載荷盛土 

遮水壁（鋼矢板 

または薬液注入） 

載荷盛土 

圧密未了領域を 

追加地盤改良 

圧密未了領域を 

追加地盤改良 
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２．５ 今後の対応 

（１）追加対策 

  圧密未了領域による民地への影響を早期かつ確実に収束させるため、高圧噴射撹拌工法により圧密未了

領域を固化し、圧密未了領域を解消する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.30 追加対策概要 

 

 

（２）モニタリングの継続 

今後もモニタリングを継続して、追加対策の効果や工事による影響を確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.31 モニタリングの継続 
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